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発行にあたって

日本のものづくり産業における現場の実態は危機的状況にある。この危機を

回避するには処方箋の１つとして、成長性のある新規分野の産業を創出しなけ

ればならないものであり、ＩＴ、バイオ産業のベンチャー企業育成などの施策

も多くなされている。日本の産業構造は新規分野進出への道を避けて通れなく

なっているのが実状であり、優れた中小企業に仕立てることが大切である。

上記の背景の下、職業能力開発総合大学校能力開発研究センターでは、21世

紀の日本を支える製造業や中小企業をサポートするため、研究テーマ「各分野

の最先端技術情報の収集と分析」が重要であるとして捉えた。

職業能力開発行政においても、今後の日本を支える創造型の技能・技術者を

育成するためには職業能力開発の高度化や中小企業を支援することが重要であ

ると認識している。

本調査研究報告書が各能力開発施設職員の指導教材の参考として、又、付録

に添付したデータの仕組みに、自ら、先端技術の情報をＷｅｂサイト、各学会

誌、製品カタログなどのデータを付加して頂き、データベース化することによ

り、21世紀の創造型技能・技術者を育成する職員諸氏に大いに役立つものと確

信しております。さらに、各都道府県センターのアドバイザーが中小企業に対

し新製品開発のためのツールとしても利用できることを念頭おいた報告書であ

る。この報告書が職業能力開発の高度化のうえで有意義であると確信いたして

おります。

なお、本調査研究にあたり、ご協力いただいた委員各位にはこころよりお礼

申し上げます。

2004年２月

職業能力開発総合大学

能力開発研究センター

所　長　池本　喬三



序

研究テーマ『各分野の最先端技術情報の収集及び分析』を実施するにあたり、本研究の

成果は、能力開発と産業と雇用創出を複合的に捉え、今後、職業能力開発や相談援助事業

などを実施するリーダー達に活用され、普及促進させることが目的である。各職業能力開

発施設において実施されている教育訓練コースのカリキュラムの高度化や民間の中小企業

などで活かされ、企業を生き生きさせ、創造型技能・技術者などの人材育成に反映されれ

ば幸いである。

第１節　調査研究の背景と目的

本調査研究は，先端技術情報を戦略的に活用するための「各分野の最先端技術情報の収

集及び分析」の調査・研究資料である。この調査研究の目的は，我が国の産業の空洞化が

叫ばれ、雇用情勢には厳しいものがある中、これまで通り我が国の経済発展が継続するた

めには、産業・経済が発展し、豊かな生活をおくるためには新しい技術の創出やビジネス

モデルが必要である。そのためには各分野の最先端技術情報を収集分析し、新技術創出の

ための糧とするものである。

今日の先端技術動向が国の経済状況に大きく影響を与えることである。例えば先日のテ

レビにて小泉首相は「燃料電池」を、米国のブッシュ大統領は「水素計画」の新エネルギ

ーを大きな戦略として、将来の国の命運を左右する大きな課題として位置づけられていた。

このことは世界のエネルギー地図を書き換え、石油資源から脱皮、環境問題に大きな活躍

を与えることになる。また、再生医療技術の培養皮膚により10万人の火傷患者が恩恵に預

かるといわれている。最先端技術と言うと大企業の専売特許のように思われている方もお

られるかも知れないが、最近は地場産業の中小企業が独自技術で新分野を切り開いている

例が多くなっており、今年度日本の特許件数は世界一であった、例えば、地方のシロアリ

対策研究をしていた零細の木材会社が硼酸を含有させた難燃性の木材の開発や和紙をプラ

ッチック樹脂で固めて個人飛行機の胴体を研究している会社もある。

ものづくり産業における現場の実態は危機的状況にあるが、この危機を回避するには、

各企業が創造的な新技術・新製品を開発し、新市場を目指すことにあると言える。

この報告書の成果を、職業能力開発施設関係者の職員、学生および受講生、企業への相

談援助担当者であるアドバイザー、中小企業のリーダーの方々に利用していただければ幸

いである。

第２節　本研究テーマの意味

職業能力開発業界にて「新たな産業の創出」と「職業能力開発の高度化」が大きなテー



マとなっており、報告書の最先端技術情報の活用はテーマの目的に沿った内容であり、収

集した情報の分析技術が新たな情報の加工技術を生み出す仕組みの工夫を凝らしている。

技能・技術は既存のものが暗黙知として認知され、それらが次の新しい技術を生み出し、

これらをスパイラル的に繰り返すことによって新しい知的創造技術を生み出す訳である。

この報告書を利用するにあたり、まず職業能力開発担当者である教員に取っては必要とさ

れる技術情報を取り出し、「新しいコース開発」の指針にしていただければ幸いである。

また、「相談援助業務」を主に担当される方には、最新技術動向と将来予測を参考に新分

野展開にための参考資料として提示していただき、企業の活性化と促進に寄与できれば幸

いである。

第３節　調査研究体制と経過報告

１　プロジェクト委員会の発足

当プロジェクトの事務局は職業能力開発総合大学校能力開発研究センター調査研究室に

設置した。委員会のメンバーは分野が多岐に渡っており、各専門分野から技術に精通して

いる方々を中心に選出した。

委員会では、今現場の企業が求めているものとは何なのか、職業能力開発を実施する側

が求めているとの共通点や相違点などについて議論を重ねた。先端技術情報を指導する側

と受講側の立場の両方に有用なものとした。今回は、収集した情報をＡ：新技術・新素材、

Ｂ：環境対策・新エネルギー、Ｃ：情報通信、Ｄ：バイオテクノロジー、Ｅ：ライフサイ

エンスの５分野（大項目）に分類し、新たな手法として「技術および市場ベクトル」で位

置づけ、技術情報を知るだけにとどまらず、それらの情報を活用し新分野創出の糧とする

ことを目的としたものである。

本報告書の執筆にあたり、執筆担当一覧にありますように、各能力開発施設方々の専門

分野を活かした体制とした。

活用にあたっては、付録にＣＤ－ＲＯＭを付けたが、これにデータを付加していただき、

指導する立場の職員、業界をリードするアドバイザーの方に現場必携として頂ければ幸い

である。今回は「仕組み」提供することが主で、各自でＷｅｂサイトや新聞、各学会・業

界等の先端技術ナレッジを付加して頂き、分野＝大項目・中項目・小項目等を増していた

だき、共通のナレッジとして頂きたい。最終目標は皆様の活用しだいである。

なお、全体的な査読を青森県工業総合研究センター　環境技術研究部長　工学博士

岡部　敏弘氏にお願いした。

2004年２月

辻　栄一
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